様式第２号（別表関係）
私立学校耐震診断事業計画（実績）書
	設置者名
	
	担当者名
	

	学校名
	

	建築物名称
	
	番号
	

	建築物住所
	
	建築年月
	昭和　　年　　月

	建築物
の用途
	幼
	１　保育室　　２　遊戯室　　３　その他（　　　　　　　　　　）

	
	高特
	１　普通教室　２　特別教室　３　体育館
４　武道場　  ５　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	構造区分
	１　ＳＲＣ造　　　２　ＲＣ造　　　３　Ｓ造　　　４　Ｗ造

	階数
	階建て
	延床面積
	㎡

	
	
	診断対象面積
	㎡

	耐震診断
実 施 者
	資格
	（　　　）級建築士　登録第　　　　　　　号　

	
	氏名
	
	電話番号
	

	
	建築士
事務所等の名称
	（　　　　　　）建築士事務所
（　　　　都道府県）知事登録第　　　 号

	
	所在地
	

	実施時期
	入札時期
	年　月
	着手時期
	年　月
	完了時期
	年　月

	補助希望
（実績）額
	耐震診断に

要する経費
	(Ａ)　　　　　 円（消費税及び地方消費税を除く）

	
	補助対象

経費の積算
	面積区分
	面積
	単価
	面積×単価

	
	
	1,000㎡以内
	㎡
	3,600円
	（Ｂ）　　　　円
（上限3,000千円）

	
	
	(Ａ)と(Ｂ)の少ない方の額(Ｃ)　　　　　　　　　 円

	
	補助額
	(Ｃ)×２/３＝　　　　　円（1,000円未満切り捨て）

	添付書類

（写し可）
	【事業計画書】※変更等の場合は、変更等を証する書類を添付すること。
１　建築時期、構造、階数及び延床面積を証する書類（検査済証等）

２　建築物の所有状況を証する書類（登記事項証明書等）

３　建築物の各室の用途、その面積及び診断対象面積を記した図面

４　耐震診断事業工程計画表（任意様式）

５　耐震診断に要する経費を証する書類（見積書等）

６　その他必要と認める書類

	
	【事業実績書】

１　契約書、請求書及び領収書

２　直前の事業計画に対し変更がある場合はその変更を証する書類

３　耐震診断実施者が作成した耐震診断実施結果
４　幼稚園は別紙１「耐震性能判定表」、高等学校又は特別支援学校にあっては別紙２「耐震性能の診断・補強設計を行った診断者の所見」（いずれも補強設計に係る部分は除くこと）
５　その他必要と認める書類


注１　この計画書は建築物ごとに作成すること。

２　「建築物名称」、「構造区分」、「延床面積」は、「私立高等学校等の実態調査」のうち「私立学校施設の耐震改修状況等調査」（様式２－３－２）の「建物名」、「構造区分」、「面積（㎡）」と合致させること。

　　　なお、構造区分は次のとおりであること。

・ＳＲＣ造：鉄骨鉄筋コンクリート造
・ＲＣ造：鉄筋コンクリート造

・Ｓ造：鉄骨構造
・Ｗ造：木造

３　「建築物の用途」欄は、該当箇所に○を付し、必要に応じて括弧内に所要事項を記載すること。なお、複数に該当する場合は、該当する箇所全てに○を付すこと。

４　「耐震診断実施者」欄は、診断を実施する建築士の状況に応じて、適宜変更して差し支えないこと。
５　「実施時期」の「入札時期」は入札又は見積り合せの実施（予定）時期若しくは見積書徴収（予定）時期を、「着手時期」は契約（予定）時期を、「完了時期」は完了（予定）時期（診断結果受理後、代金支払まで）をそれぞれ記載すること。

